
必要書類・チェック内容 チェック

1 補助金交付申請書（様式第１号） □

収支予算書（様式第１号の２） □

・収入の欄に補助金の記載があるか。 □

・収入と支出の合計値が一致しているか。 □

自家消費型住宅用太陽光発電等導入計画書（様式第１号の３） □

・氏名、住所は１で記載したものと一致しているか。 □

・申請者は、太陽光発電設備等の設置契約者かつ建物所有者であり

当該住所地に居住しているか。（又は設置後に居住する予定であるか）

・事業着手前であるか。（※契約締結は着手とみなす） □

・自家消費率が30%以上であるか。 □

・国の太陽光発電設備等の補助金を申請していないか。 □

・太陽光発電設備について、FIT認定又はＦＩＰ認定を受けないか。 □

・（太陽光パネルの増築の場合）既存パネルについて卒FITの証明ができる書類
が添付されているか。

□

誓約書（様式第２号）※申請者は自署 □

・（自署でない場合）押印はあるか。 □

委任状（様式第３号）（申請者以外の代理人が申請手続きをする場合）※自署 □

・代理人が申請手続きをする場合、身分の分かる書類を提示する必要あり □

交付要件該当に係る確認書（様式第４号） □

・署名があるか。 □

見積書及び見積内訳書の写し又は契約書及び契約内訳書の写し □

・太陽光発電設備設置費、蓄電池設備設置費の内訳記載があるか。 □

・契約書及び契約内訳書は、自治体の交付決定日以降を契約日とする等の条項
となっているか

□

設置する土地・建物の全部事項証明書（写し） □

・発行から３カ月以内のものであるか。 □

【新築住宅で未登記の場合】建物建築に係る契約書又は売買契約書の写し　※
実績報告時に土地建物の全部事項証明書を提出（発行から３カ月以内）

□

（既築住宅の場合）申請者の設置地への居住状況を示す公的書類

（住民票、住民票記載事項証明書の写し）

・発行から３カ月以内のものであるか。 □

・（共有名義の場合）所有者全員の居住が確認できるか。 □

・（共有名義の場合）所有者全員の耐用年数が経過するまでの間の承諾書の添
付があるか。

□

設置する太陽光発電設備及び蓄電池の仕様がわかるもの □

・太陽光パネルの公称最大出力の合計値、蓄電池及びパワーコンディショナー
の定格出力がわかるか。

□

・補助対象製品か。 □

機器設置前の現状写真 □

・設置する屋根等の形状、方角、太陽光発電設備が設置されていないことがわ
かるように撮影されているか。（参考資料として配置図を添付のこと）

□

・建物の形と玄関の位置、設置場所がわかるように撮影されているか。（参考資
料として配置図を添付のこと）

□

発電量及び自家消費量に係る根拠資料（シミュレーション等） □

・自家消費の割合が30%以上の計画であるか。 □

13
太陽光発電設備等について補助を受けていないことが確認できる書類（国の
補助を受ける場合）

□

14
市税(市・県民税、軽自動車税、 固定資産税、都市計画税、国民健康保険税)の
滞納がないことを証明する書類(最新年度の納税証明書)

□

15 県税の滞納がないことを証明する書類（納税証明書(3) ） □

16 実施設計書及び図面 □
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